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す。 

加えて、福祉用具貸与の平均価格等について、引き続き山形市公式ホームページ 

で周知し、事業者に対して適切な価格設定を促します。 

③ 医療情報との突合・縦覧点検（国の主要事業） 

全ての介護給付費にかかる医療情報との突合及び縦覧点検について、引き続き山 

形県国保連合会に委託し実施します。また、保険者として突合及び点検の結果を確 

認し、必要に応じて過誤調整処理を同連合会に依頼し、適正な給付を図ります。 

④ 介護給付費通知（保険者任意事業） 

第９期計画期間において、国の主要事業から除外され、各保険者の任意事業とな 

ることから、費用対効果や事務負担の現状を踏まえて、実施にあたっては、他保険 

者の実施状況も参考にしながら、取組方法について検討していきます。 

 

（２）適正化事業の推進方策 

① 指導監督の推進 

ア 事業者に対する指導・啓発 

    介護サービス事業者を対象とした集団指導において、制度内容及び介護報酬の適

切な請求等について周知・啓発を行うとともに、法令遵守の徹底を図ります。    

また、山形県国保連合会の介護給付適正化システムの情報を活用しての運営指導

を適切に実施し、事業所のサービス提供体制を確認します。 

イ 苦情・通報情報等の把握 

介護サービスにかかる利用者等からの苦情・相談、事業所の職員等からの通報等

の内容の事実確認を行い、これらの情報に基づく指導・監査を適切に実施します。 

 ② 適性化の推進に役立つツールの活用 

ア 地域包括ケア「見える化」システム 

    国が提供する地域包括ケア「見える化」システムを活用し、全国平均、県平均、

他都市との比較や時系列比較による分析を行い、重点的に取り組むべき分野等を 

明確にした上で、適正化事業を効果的に実施します。 

イ 介護給付適正化システム 

山形県国保連合会の介護給付適正化システムにより出力される給付実績の帳票を 

活用し、適正化事業（ケアプラン等の点検及び指導監督）を効果的・効率的に実施

します。 

ウ 地域ケア会議 

自立支援型地域ケア会議を活用し、介護支援専門員が抱える支援困難な個別ケー 

ス等について、地域包括支援センターが中心となり、医療・介護の多職種が協働し 

てケアマネジメント支援を行うことにより、地域における自立支援に向けた適正な 

ケアプラン作成を推進します。 

 

当日配布資料３ 
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Ｐ２０１の修正はございません 
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（３）計画的な取組の推進 

① 山形県の取組との連携 

山形県の介護給付適正化計画との整合性を図り、計画的に取組を推進します。 

山形県からの助言、情報提供等を受けて、取組を適切に進めていきます。 

② 体制の整備 

介護給付の適正化を適切に推進することができるよう、専門的な知識や経験、有効 

な資格を有する職員の継続的な確保など、十分な職員体制及び必要な予算の確保に努 

めます。 

 ③ ＰＤＣＡサイクルによる事業展開 

取組状況やその効果を確認しながら効果的に事業を推進するため、ＰＤＣＡサイク 

ルによる取組を継続して展開していきます。 

 ④ 受給者の理解の促進 

介護給付の適正化は、受給者にとって真に必要なサービスを事業者から適切に提供 

されるようにすることが目的であることを、適正化事業を通じ、受給者及び介護者等 

の家族らが理解を深められるように努めます。 

 ⑤ 事業者等との目的の共有と協働 

適正化事業の目的について、様々な機会を通じて事業者と共有し、その実現に向け 

協働して取り組んでいけるよう、事業者及び事業者団体に対して働きかけを行ってい 

きます。 

３ 保険料の公平化 

（１）負担能力に応じた所得段階別保険料 

第１号被保険者の保険料は、負担能力に応じた負担を求める観点から、所得や世帯 

の課税状況に応じて所得段階別に設定しています。低所得者に対しては、消費税を 

財源とする公費を投入し、住民税非課税世帯である第１段階から第３段階の被保険者 

を対象とした基準額に乗じる割合（以下「乗率」といいます。）の引下げによる保険 

料の軽減を引き続き実施します。 

 国において、第９期計画期間に向けた第１号被保険者の保険料の見直しとして、介 

護保険制度の持続可能性を確保する観点から、国の定める標準段階の９段階から１３ 

段階への多段階化、高所得者（第１０段階以上）の標準乗率の引上げ及び低所得者 

（第１段階から第３段階）の標準乗率の引下げ等が行われました。この見直しにより、 

所得金額による応能負担の効果が現状より高まることから、山形市においても、所得 

段階及び第４段階を除く所得段階別の乗率を国の標準と同じ設定とします。 

また、公費による保険料軽減の対象とされていない所得段階のうち、最も所得が低 

い第４段階の乗率については、第８期計画期間において、低所得者への配慮として、 

山形市独自に国標準の０．９から０．８５に引き下げて保険料の軽減を実施していま 

すが、第９期計画期間においても引き続き実施します。 

（２）保険料の収入率の向上 

保険料は、介護サービスの費用をまかなう重要な財源であり、保険料の未納は介護 

保険制度を維持していく上で支障となるものです。６５歳到達者や転入者が、特別徴

収に切り替わるまでの半年から約１年の間は普通徴収となることから、この期間に未 

網掛け部分を修正しております 
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１ 介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

 

（１）認定者数の見込み 

認定者数は、今後も介護ニーズの高い８５歳以上人口の増加がピークを迎える令和 

２２年度（２０４０年度）までは増加していくことが見込まれ、第９期計画期間の 

最終年度である令和８年度（２０２６年度）は１２，５７５人（認定率１７．１％）、 

令和１２年度（２０３０年度）は１３，２４５人、（同１８．０％）、さらに 

令和２２年度（２０４０年度）は１４，１３４人（同１９．２％）となり、その後、 

減少に転じることが見込まれます。 

   

       【図表６－１ 認定者数の推移】（再掲） 

 

 

         

【図表６－２ 認定者数の推移】       （単位：人） 

 

※ 各年度９月末。認定者数には、第２号被保険者で要介護(要支援)認定を受けた方を含む。 

1,120 1,218 1,262 1,278 1,287 1,277 1,377 1,408 1,328 

1,371 1,434 1,405 1,420 1,425 1,431 1,507 1,583 1,498 

2,549 2,705 2,741 
2,761 

2,793 

2,801 

2,965 3,141 2,959 

2,481 2,424 2,385 2,412 2,436 2,447 2,573 
2,745 

2,578 

1,844 1,766 1,792 1,813 1,833 1,846 
1,925 2,093 1,970 

1,665 1,683 1,709 1,731 1,752 1,761 
1,841 2,013 

1,900 

1,053 975 990 1,000 1,010 1,012 
1,057 

1,151 
1,082 

16.7% 16.8% 16.8% 16.9% 17.0%
17.1%

18.0%

19.2%

18.8%

16.0%

16.5%

17.0%

17.5%

18.0%

18.5%

19.0%

19.5%

20.0%

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

令
和
３
年
度

(2
0
2
1

年
度)

令
和
４
年
度

(2
0
2
2

年
度)

令
和
５
年
度

(2
0
2
3

年
度)

令
和
６
年
度

(2
0
2
4

年
度)

令
和
７
年
度

(2
0
2
5

年
度)

令
和
８
年
度

(2
0
2
6

年
度)

令
和
１
２
年
度

(2
0
3
0

年
度)

令
和
２
２
年
度

(2
0
4
0

年
度)

令
和
３
２
年
度

(2
0
5
0

年
度)

認定率（%）認定者数（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 認定率

12,205 12,284 12,415 12,536 12,575
13,245

14,134

12,083

13,315

令和３年度

（2021年度）

令和４年度

（2022年度）

令和５年度

（2023年度）

令和６年度

（2024年度）

令和７年度

（2025年度）

令和８年度

（2026年度）

令和１２年度

（2030年度）

令和２２年度

（2040年度）

令和３２年度

（2050年度）

242,577 240,857 238,731 236,833 234,858 232,852 224,367 200,252 174,620

72,762 73,100 73,365 73,647 73,853 73,876 73,862 73,982 71,207

前期高齢者 34,890 34,169 33,326 32,269 31,204 30,460 29,142 30,761 28,185

後期高齢者 37,872 38,931 40,039 41,378 42,649 43,416 44,720 43,221 43,022

72,548 72,834 73,077 73,343 73,538 73,550 73,494 73,503 70,733

12,083 12,205 12,284 12,415 12,536 12,575 13,245 14,134 13,315

うち第１号被保険者 11,906 12,012 12,098 12,229 12,350 12,389 13,072 13,988 13,196

16.7% 16.8% 16.8% 16.9% 17.0% 17.1% 18.0% 19.2% 18.8%認定率

総人口

65歳以上人口

1号被保険者数

認定者数

※各年度９月末。認定者数には、第２号被保険者で要介護(要支援)認定を受けた方を含む。 

当日配布資料４ 資料３ 
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（２）事業計画期間の費用の見込み 

第９期計画期間における保険給付見込量等をもとに、介護保険料算定の基礎となる 

介護保険事業に要する費用の合計額を算出しました。 

この額は、令和６年度の介護報酬改定（改定率＋１．５９％）や介護保険制度改正 

により生じる影響を反映させており、第８期計画期間における費用の合計額（実績 

見込額）の１０４．５％となります。 

 

【図表６－３ 介護保険給付費等総額の推移】 （令和５年度以降は見込み） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （単位：千円） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度） (2025年度） (2026年度） (2030年度） (2040年度） (2050年度）

保険給付費(A)＝(1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6) 21,982,016 22,156,666 22,282,631 66,421,313 23,205,914 25,068,720 23,588,438

20,066,888 20,223,347 20,344,151 60,634,386 21,183,240 22,921,421 21,556,724

在宅サービス 10,506,883 10,734,876 10,882,178 32,123,937 11,468,422 12,330,727 11,612,017

居住系サービス 2,558,185 2,551,430 2,601,562 7,711,177 2,625,615 2,832,661 2,658,695

施設サービス 7,001,820 6,937,041 6,860,411 20,799,272 7,089,203 7,758,033 7,286,012

630,794 634,855 635,977 1,901,626 671,226 705,141 673,123

在宅サービス 531,472 535,408 538,412 1,605,292 571,779 595,625 563,405

居住系サービス 99,322 99,447 97,565 296,334 99,447 109,516 109,718

673,109 680,529 682,646 2,036,284 708,113 755,641 711,855

510,718 516,448 518,055 1,545,221 536,109 572,093 538,943

78,613 79,379 79,626 237,618 83,868 89,498 84,312

21,894 22,108 22,176 66,178 23,358 24,926 23,481

1,255,500 1,260,629 1,275,250 3,791,379 1,271,365 1,264,086 1,271,576

63,226 63,865 64,510 191,601 66,445 64,252 63,929

23,300,742 23,481,160 23,622,391 70,404,293 24,543,724 26,397,058 24,923,943

地域支援事業費(B)

保健福祉事業費(C)

合　計　(D)＝(A)+(B)+(C)

合　　計

介護サービス費(1)

介護予防サービス費(2)

特定入所者介護サービス費等(3)

高額介護サービス費等(4)

高額医療合算介護サービス費等(5)

審査支払手数料(6)

                                                                               

※ 地域支援事業費には重層的支援体制整備事業における介護に係る事業費を含めて計上している。 
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【図表６－４ サービス別給付費及び利用者数等の見込み（介護サービス）】 

   
   

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和１２年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度） (2025年度） (2026年度） (2030年度） (2040年度） (2050年度）

（１）居宅サービス

給付費（千円） 7,845,285 7,969,606 8,006,511 8,329,611 8,975,266 8,438,270

人数（人） 12,208 12,403 12,455 13,015 13,981 13,151

給付費（千円） 900,389 918,479 927,024 971,963 1,047,718 986,039

人数（人） 1,156 1,176 1,185 1,254 1,343 1,265

回数（回） 23,754.2 24,203.1 24,433.2 25,597.3 27,608.0 25,986.1

給付費（千円） 99,646 102,528 103,362 108,387 117,977 110,381

人数（人） 148 152 153 161 175 164

回数（回） 676.7 695.4 700.9 734.9 799.9 748.4

給付費（千円） 659,617 672,589 675,902 706,080 758,980 713,726

人数（人） 1,305 1,328 1,334 1,397 1,499 1,410

回数（回） 13,214.3 13,448.2 13,512.8 14,137.4 15,181.7 14,277.0

給付費（千円） 34,441 35,444 35,444 38,461 41,509 39,068

人数（人） 68 70 70 76 82 77

回数（回） 966.9 993.7 993.7 1,078.9 1,164.3 1,096.9

給付費（千円） 201,342 205,191 206,008 213,782 230,515 217,015

人数（人） 1,521 1,548 1,554 1,613 1,739 1,637

給付費（千円） 2,426,778 2,470,598 2,478,950 2,587,012 2,780,290 2,616,034

人数（人） 2,207 2,240 2,247 2,356 2,522 2,374

回数（回） 25,702.9 26,115.2 26,201.7 27,394.0 29,395.2 27,664.8

給付費（千円） 562,945 571,216 572,247 597,386 640,109 602,726

人数（人） 735 745 746 781 835 786

回数（回） 5,470.8 5,543.2 5,551.7 5,808.2 6,213.2 5,849.6

給付費（千円） 1,055,128 1,082,286 1,092,142 1,152,604 1,241,134 1,170,496

人数（人） 797 816 823 874 937 884

日数（日） 10,219.5 10,467.0 10,563.4 11,162.4 12,008.0 11,327.6

給付費（千円） 47,295 49,120 51,471 60,089 66,372 60,089

人数（人） 47 49 51 60 66 60

日数（日） 339.1 351.9 368.2 431.3 475.9 431.3

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

給付費（千円） 548,585 558,139 560,400 579,389 625,073 587,819

人数（人） 3,616 3,674 3,687 3,830 4,118 3,873

給付費（千円） 21,922 21,922 21,922 22,710 25,177 23,234

人数（人） 54 54 54 56 62 57

給付費（千円） 25,119 25,119 25,119 27,125 30,181 27,125

人数（人） 25 25 25 27 30 27

給付費（千円） 1,262,078 1,256,975 1,256,520 1,264,623 1,370,231 1,284,518

人数（人） 529 526 526 530 573 537

短期入所療養介護(介護医

療院)

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所リハビリテーション

通所介護

居宅療養管理指導

合計

特定施設入居者生活介護

住宅改修費

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院

等）

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費
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令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和１２年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度） (2025年度） (2026年度） (2030年度） (2040年度） (2050年度）

（２）地域密着型サービス

給付費（千円） 5,984,327 6,050,163 6,189,760 6,494,966 7,009,915 6,600,911

人数（人） 2,385 2,415 2,474 2,609 2,806 2,642

給付費（千円） 136,652 147,068 224,323 272,005 283,390 272,005

人数（人） 67 72 109 132 138 132

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0

給付費（千円） 381,596 389,986 389,986 404,290 435,960 410,449

人数（人） 459 467 467 488 523 492

回数（回） 3,935.4 4,009.2 4,009.2 4,173.7 4,486.4 4,222.0

給付費（千円） 160,458 166,339 167,852 180,306 193,408 180,306

人数（人） 117 121 122 131 140 131

回数（回） 1,228.1 1,270.2 1,281.7 1,376.6 1,475.4 1,376.6

給付費（千円） 2,093,460 2,139,177 2,159,434 2,270,505 2,449,874 2,310,188

人数（人） 781 796 803 848 912 860

給付費（千円） 1,250,407 1,248,697 1,299,284 1,315,234 1,413,953 1,328,419

人数（人） 395 394 410 415 446 419

給付費（千円） 45,700 45,758 45,758 45,758 48,477 45,758

人数（人） 18 18 18 18 19 18

給付費（千円） 1,685,684 1,669,518 1,651,465 1,709,197 1,871,532 1,756,115

人数（人） 469 464 459 475 520 488

給付費（千円） 230,370 243,620 251,658 297,671 313,321 297,671

人数（人） 79 83 86 102 108 102

（３）施設サービス

給付費（千円） 5,316,136 5,267,523 5,208,946 5,380,006 5,886,501 5,529,897

人数（人） 1,551 1,535 1,518 1,568 1,715 1,611

給付費（千円） 3,778,201 3,742,644 3,702,054 3,822,336 4,188,308 3,933,258

人数（人） 1,128 1,116 1,104 1,140 1,249 1,173

給付費（千円） 1,473,131 1,459,993 1,442,006 1,492,784 1,628,939 1,527,385

人数（人） 407 403 398 412 449 421

給付費（千円） 64,804 64,886 64,886 64,886 69,254 69,254

人数（人） 16 16 16 16 17 17

給付費（千円）

人数（人）

（４）居宅介護支援 給付費（千円） 921,140 936,055 938,934 978,657 1,049,739 987,646

人数（人） 4,911 4,982 4,996 5,216 5,588 5,257

給付費（千円） 20,066,888 20,223,347 20,344,151 21,183,240 22,921,421 21,556,724

人数（人） 21,055 21,335 21,443 22,408 24,090 22,661

看護小規模多機能型居宅

介護

合計

合計

介護医療院

認知症対応型共同生活介
護

介護老人保健施設

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護

夜間対応型訪問介護

小規模多機能型居宅介護

合計

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

地域密着型特定施設入居

者生活介護

介護老人福祉施設

介護療養型医療施設

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護
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【図表６－５ サービス別給付費及び利用者数等の見込み（予防サービス）】 

    令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和１２年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度） (2025年度） (2026年度） (2030年度） (2040年度） (2050年度）

（１）介護予防サービス

給付費（千円） 469,639 472,001 472,077 497,622 518,405 490,014

人数（人） 2,033 2,043 2,045 2,170 2,257 2,133

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0

回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

給付費（千円） 94,979 95,789 96,135 102,606 107,181 101,226

人数（人） 303 305 306 327 341 322

回数（回） 2,383.1 2,400.5 2,409.2 2,571.2 2,686.1 2,536.9

給付費（千円） 8,896 8,908 9,224 10,240 10,556 10,240

人数（人） 27 27 28 31 32 31

回数（回） 267.5 267.5 277.0 307.5 317.0 307.5

給付費（千円） 10,716 10,730 10,821 11,451 11,936 11,333

人数（人） 106 106 107 113 118 112

給付費（千円） 133,378 134,334 134,569 142,163 148,611 140,271

人数（人） 317 319 319 338 352 332

給付費（千円） 17,731 17,754 18,740 19,232 20,218 19,232

人数（人） 40 40 42 43 45 43

日数（日） 242.1 242.1 254.7 261.0 273.6 261.0

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

給付費（千円） 79,423 79,845 79,829 84,776 88,201 83,381

人数（人） 1,102 1,108 1,107 1,177 1,223 1,156

給付費（千円） 5,533 5,533 5,533 5,856 6,184 5,533

人数（人） 17 17 17 18 19 17

給付費（千円） 19,661 19,661 19,661 21,851 21,851 20,779

人数（人） 18 18 18 20 20 19

給付費（千円） 99,322 99,447 97,565 99,447 103,667 98,019

人数（人） 103 103 101 103 107 101

（２）地域密着型介護予防サービス

給付費（千円） 81,095 82,302 83,406 87,978 97,769 99,047

人数（人） 89 90 91 96 102 99

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0

回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

給付費（千円） 81,095 82,302 83,406 87,978 91,920 87,348

人数（人） 89 90 91 96 100 95

給付費（千円） 0 0 0 0 5,849 11,699

人数（人） 0 0 0 0 2 4

（３）介護予防支援 給付費（千円） 80,060 80,552 80,494 85,626 88,967 84,062

人数（人） 1,438 1,445 1,444 1,536 1,596 1,508

給付費（千円） 630,794 634,855 635,977 671,226 705,141 673,123

人数（人） 3,560 3,578 3,580 3,802 3,955 3,740

合計

特定介護予防福祉用具購入

費

介護予防特定施設入居者生
活介護

合計

介護予防小規模多機能型居

宅介護

介護予防認知症対応型通所
介護

介護予防訪問リハビリテー

ション

介護予防訪問看護

介護予防訪問入浴介護

介護予防住宅改修

合計

介護予防認知症対応型共同生

活介護

介護予防福祉用具貸与

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテー
ション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護
（老健）

介護予防短期入所療養介護
（病院等）

介護予防短期入所療養介護
(介護医療院)
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【図表６－６ サービス別給付額の見込み（その他の給付費）】 

（単位：千円） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度） (2025年度） (2026年度） (2030年度） (2040年度） (2050年度）

(1) 特定入所者介護サービス費等 673,109 680,529 682,646 708,113 755,641 711,855

(2) 高額介護サービス費等 510,718 516,448 518,055 536,109 572,093 538,943

(3) 高額医療合算介護サービス費等 78,613 79,379 79,626 83,868 89,498 84,312

(4) 審査支払手数料 21,894 22,108 22,176 23,358 24,926 23,481

1,284,334 1,298,464 1,302,503 1,351,448 1,442,158 1,358,591合　計
 

 

 

（３）地域支援事業の見込み 

地域支援事業は、介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、任意事業 

それぞれについて、次のとおり見込みます。 

【図表６－７ 地域支援事業の事業費の見込み】 

 

 

① 介護予防・日常生活支援総合事業 

【図表６－８ 介護予防・日常生活支援総合事業の主な事業の利用見込み】 

 

 

 

 

（単位：千円）

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度) (2025年度) (2026年度) (2030年度) (2040年度) (2050年度)

介護予防・日常生活支援

総合事業
685,242 690,592 704,549 700,265 693,437 700,994

包括的支援事業　※ 505,410 504,607 504,607 504,607 504,607 504,607

任意事業 64,848 65,430 66,094 66,493 66,042 65,975

合 計 1,255,500 1,260,629 1,275,250 1,271,365 1,264,086 1,271,576

※包括的支援事業は重層的支援体制整備事業として実施しているものを含みます。

（単位：件）

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度) (2025年度) (2026年度) (2030年度) (2040年度) (2050年度)

従前相当 589 593 597 615 595 592

A 23 23 23 24 23 23

C 11 11 11 11 11 11

従前相当 1,090 1,090 1,090 1,123 1,086 1,080

A 190 189 190 196 189 188

C 298 305 339 349 338 336

訪問型サービス

通所型サービス
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② 包括的支援事業 

【図表６－９ 包括的支援事業の主な事業の見込み】 

 

 

③ 任意事業 

【図表６－１０ 任意事業の主な事業の見込み】 

 

 

（４）保健福祉事業の見込み 

保健福祉事業は、高額介護サービス費貸付事業、ねたきり高齢者等介護者激励金 

支給事業及び紙おむつ支給事業について、次のとおり見込みます。  

   

【図表６－１１ 保健福祉事業の事業費見込み】 

 
 

 

 

 

 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度) (2025年度) (2026年度) (2030年度) (2040年度) (2050年度)

１４か所 １４か所 １４か所 １４か所 １４か所 １４か所

１か所 １か所 １か所 １か所 １か所 １か所

第１層 １人 １人 １人 １人 １人 １人

第２層 １６人 １６人 １６人 １６人 １６人 １６人

２チーム ２チーム ２チーム ２チーム ２チーム ２チーム

42回・84事例 42回・84事例 42回・84事例 42回・84事例 42回・84事例 42回・84事例
地域ケア会議推進事業（自立支援型地域ケア

会議)

事業名

生活支援体制整備事業

（生活支援コーディネーター

　／協議体)

包括的支援事業

（地域包括支援センター)

包括的支援事業

（基幹型地域包括支援センター)

認知症施策推進事業（認知症初期集中支援

チーム・認知症地域支援推進員)

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度） (2025年度） (2026年度） (2030年度） (2040年度） (2050年度）

家族介護者交流激励支援事業
延べ

参加者数
100人 103人 105人 108人 106人 95人

成年後見制度利用支援事業
市長

申立件数
50件 52件 54件 54件 54件 54件

高齢者世話付住宅生活援助員

派遣事業（シルバーハウジング）
戸数 102戸 102戸 102戸 102戸 102戸 102戸

派遣

事業所数
64か所 65か所 67か所 70か所 72か所 75か所

延べ

派遣回数
1,536回 1,560回 1,608回 1,680回 1,728回 1,800回

介護相談員派遣事業

事業名

（単位：千円）

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度) (2025年度) (2026年度) (2030年度) (2040年度) (2050年度)

保健福祉事業 63,226 63,865 64,510 66,445 64,252 63,929
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【図表６－１２ 保健福祉事業の主な事業の見込み】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和22年度 令和32年度

(2024年度) (2025年度) (2026年度) (2030年度) (2040年度) (2050年度)

ねたきり高齢者等介護者激励金

支給事業
支給者数 490人 505人 499人 505人 504人 488人

紙おむつ支給事業 支給者数 413人 426人 420人 425人 425人 411人

事業名
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２ 財源の構成 

 

（１）保険給付 

介護保険の保険給付にかかる財源の２分の１は公費で、残りの２分の１は保険料で 

まかなわれます。 

公費の負担割合は、保険給付の決算額に応じて、国、山形県、山形市が次の割合で 

負担することになっており、施設等給付費（特別養護老人ホーム、介護老人保健施 

設、介護医療院、特定施設入居者生活介護にかかる給付費）とそれ以外の居宅サービ 

ス等にかかる給付費とで異なります。それぞれの財源構成は、次のとおりとなりま 

す。 

 

○保険料の内訳（本計画期間内：令和６年度～令和８年度） 

・第１号被保険者保険料 

６５歳以上の方が負担する保険料です。保険給付費の約２３％を負担します。 

 

  ・第２号被保険者保険料 

    ４０歳から６４歳までの医療保険に加入している方が負担する保険料です。それ

ぞれ加入している医療保険の算定方法によって設定され、社会保険診療報酬支払基

金が全国の第２号被保険者の保険料を集約し、計画期間内の各年度における保険給 

   付実績の決算額に応じて約２７％が介護給付費交付金として市町村に交付されます。 

【図表６－１３ 保険給付の財源】 

 

  

居宅等給付費 施設等給付費

負担金 20.0% 15.0%

調整交付金 約5.0% 約5.0%

12.5% 17.5%

12.5% 12.5%

約23.0% 約23.0%

約27.0% 約27.0%第２号被保険者保険料

国

山形県

山形市

第１号被保険者保険料

国

15% 調整交付金（国）

5%

山形県

17.5%

山形市

12.5%

第１号被保険者

保険料 23%

第２号被保険者

保険料 27%

保険給付費の財源構成（施設等給付費）の財源構成

国

20%
調整交付金（国）

5%

山形県

12.5%

山形市

12.5%

第１号被保険者

保険料 23%

第２号被保険者

保険料 27%

保険給付費の財源構成（居宅等給付費）の財源構成
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（２）地域支援事業 

地域支援事業にかかる財源は、総合事業と包括的支援事業・任意事業で異なり、そ 

  れぞれの財源構成は次のとおりとなっています。国・山形県の負担については、地域 

支援事業に要する費用のそれぞれの負担割合に相当する額が地域支援事業交付金とし 

て市町村に交付されます。第２号被保険者保険料については、社会保険診療報酬支払 

基金が全国の第２号被保険者の保険料を集約し、地域支援事業のうち総合事業に要す 

る費用の約２７％が地域支援事業支援交付金として市町村に交付されます。 

【図表６－１４ 地域支援事業の財源】 

 

 

（３）保健福祉事業 

保健福祉事業にかかる財源は、第１号被保険者保険料を充てることになります。 

【図表６－１５ 保健福祉事業の財源】 

 

介護予防・日常生活支
援総合事業

包括的支援事業・任意
事業

負担金 20.0% 38.5%

調整交付金 約5.0% -

12.5% 19.25%

12.5% 19.25%

約23.0% 約23.0%

約27.0% -第２号被保険者保険料

国

第１号被保険者保険料

山形県

山形市

国

38.5%

山形県

19.25%

山形市

19.25%

第１号被保険者

保険料 23%

包括的支援事業・任意事業の財源構成

国

20%
調整交付金（国）

5%

山形県

12.5%

山形市

12.5%

第１号被保険者

保険料 23%

第２号被保険者

保険料 27%

介護予防・日常生活支援総合事業の財源構成

第１号被保険者

保険料 100%

保健福祉事業の財源構成
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３ 第１号被保険者の保険料の基準額 

 

（１）保険料の算出 

第１号被保険者の保険料は、計画期間におけるサービスの種類ごとの量の見込みを 

もとに、介護保険事業に要する費用の見通しを立てて定めることになっています。 

第９期計画期間における保険料の基準額は、介護給付基金から約６億４，９００万 

円を取り崩し、保険料上昇の抑制に充当することで、第８期計画期間における保険料 

の基準額と同額である「年額６９，６００円（月額換算５，８００円）」とします。 

【図表６－１６ 第１号被保険者保険料】 

  
令和６年 

(2024 年度)  

令和７年度 

（2025 年度） 

令和８年度 

（2026 年度） 

第１号被保険者数 73,343人 73,538人 73,550人 

保険料の基準額（年額） ６９，６００円（基金充当前：72,100円） 

保険料の基準額（月額換算） １５，８００円（基金充当前： 6,009円） 

 

（２）所得段階別保険料 

第１号被保険者の保険料は、負担能力に応じた負担を求める観点から、所得や世帯

の課税状況に応じて所得段階別に設定しています。 

第９期計画期間においては、国の標準段階及び標準乗率の見直しを踏まえて、国の

標準と同じく１３段階の設定とし、所得段階別の乗率についても、第４段階を除き国の

標準と同じ設定とします。 

第４段階の乗率については、山形市独自に国標準の０．９から０．８５に引き下げ

る保険料の軽減を第８期計画期間から引き続き実施します。 

なお、所得段階別の介護保険料は、２１９ページ（図表６－１８）のとおりとなり

ます。 

 

（３）公費による低所得者の保険料の軽減 

社会保障の充実を図るため、消費税を財源とした公費の投入により、住民税非課税 

世帯である第１段階から第３段階の被保険者を対象として低所得者の保険料の軽減を 

実施しています。 

第９期計画期間においては、第１段階から第３段階の国の標準乗率及び公費軽減割 

合の見直しを踏まえて、国に合わせた見直しを実施し、公費投入後における低所得者 

の保険料負担の軽減を拡充します。 

 

（４）中長期的な保険料推計 

国が提供する地域包括ケア「見える化」システムによる推計では、第１号被保険者 

の保険料の基準額（月額換算）は、令和１２年度（２０３０年度）には「６，８０４ 

円」、令和２２年度（２０４０年度）には「７，６９５円」、令和３２年度 

（２０５０年度）には「８，１５４円」となる見込みです。 



 

218 

 

中長期的な保険料推計については、これまでの実績を踏まえて見込んだ男女・年齢 

別の認定者数や要支援・要介護状態区分別のサービス利用量の動向が今後も同様に 

続くと仮定して推計したものです。 

地域包括ケアシステムの深化・推進や、高齢者の自立支援、要介護状態の重度化 

防止等の予防に重点を置いた取組を実施することが、今後増大が見込まれる介護保険 

給付費の抑制につながることとなり、さらには、介護保険制度の持続可能性の確保に 

つながります。 

 

【図表６－１７ 第９期計画期間及び令和３２年度までの保険料推計】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

第９期計画期間平均 

令和６～８年度 

（2024～2026 年度） 

令和 12年度 

（2030年度） 

令和 22年度 

（2040年度） 

令和 32年度 

（2050年度） 

第１号被保険者数 73,477人 73,494人  73,503人  70,733人       

認定者数 12,509人  13,245人  14,134人  13,315人  

認定率 17.0％  18.0％  19.2％  18.8％  

保険給付費等の見込額合計 23,468百万円 24,544百万円 26,397百万円 24,924百万円 

保険料の基準額（年額） 69,600円 81,648円 92,340円 97,848円 

保険料の基準額（月額） 5,800円 6,804円 7,695円 8,154円 
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【図表６－１８ 計画期間の第１号被保険者保険料】 

   

段  階 対　　象　　者 保険料年額
月額換算保険料

（小数点以下切上げ）

※　第１段階から第３段階については、消費税を財源とした公費による保険料負担軽減後の乗率及び保険料の金額を表示しています。

第２段階

基準額×0.485

世帯員全員が住民税非課税で、本人の前年中の公的年金等収入金額

とその他の合計所得金額の合計額が80万円超120万円以下の方
３３，７００円 ２，８０９円

第１段階

基準額×0.285

老齢福祉年金受給者で世帯員全員が住民税非課税又は生活保護受

給者

世帯員全員が住民税非課税で、本人の前年中の公的年金等収入金額

とその他の合計所得金額の合計額が80万円以下の方

１９，８００円 １，６５０円

第３段階

基準額×0.685
世帯員全員が住民税非課税で、第１段階、第２段階に該当しない方 ４７，６００円 ３，９６７円

第4段階

基準額×0.85

世帯内に住民税課税者がいるが、本人が住民税非課税で、本人の前年

中の公的年金等収入金額とその他の合計所得金額の合計額が80万円

以下の方

５９，１００円 ４，９２５円

第５段階

基準額

世帯内に住民税課税者がいるが、本人が住民税非課税で、本人の前年

中の公的年金等収入金額とその他の合計所得金額の合計額が80万円

を超える方

６９，６００円 ５，８００円

第６段階

基準額×1.2

本人が住民税課税で前年中の合計所得金額が

120万円未満の方
８３，５００円 ６，９５９円

第７段階

基準額×1.3

本人が住民税課税で前年中の合計所得金額が

120万円以上210万円未満の方
９０，４００円 ７，５３４円

第８段階

基準額×1.5

本人が住民税課税で前年中の合計所得金額が

210万円以上320万円未満の方
１０４，４００円 ８，７００円

第９段階

基準額×1.7

本人が住民税課税で前年中の合計所得金額が

320万円以上420万円未満の方
１１８，３００円 ９，８５９円

第１０段階

基準額×1.9

本人が住民税課税で前年中の合計所得金額が

420万円以上520万円未満の方
１３２，２００円 １１，０１７円

第１３段階

基準額×2.4

本人が住民税課税で前年中の合計所得金額が

720万円以上の方
１６７，０００円 １３，９１７円

第１１段階

基準額×2.1

本人が住民税課税で前年中の合計所得金額が

520万円以上620万円未満の方
１４６，１００円 １２，１７５円

第１２段階

基準額×2.3

本人が住民税課税で前年中の合計所得金額が

620万円以上720万円未満の方
１６０，０００円 １３，３３４円

※

※

※
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 【図表６－１９ 各計画期間における第１号被保険者保険料等の推移（決算額）】 

 

（単位：千円）

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度

事業費総額 7,353,563 8,907,794 9,678,546 10,515,862 11,618,679 12,138,448

保険給付費 6,592,552 8,248,867 9,169,496 10,124,832 11,283,810 11,786,550

介護給付基金積立金 366,916 178,210 103,579 57,058 △81,124 △211,206

（参考）年度末現在

介護給付基金残高
366,916 545,126 648,705 705,763 624,639 413,433

保険料の基準額

（年額）

保険料の基準額

（月額換算）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

事業費総額 12,471,518 13,474,189 13,649,298 14,614,140 15,868,823 16,849,649

保険給付費 11,722,740 12,169,578 12,489,565 13,637,437 14,796,193 15,812,752

地域支援事業費 243,649 297,683 314,237 315,842 366,706 341,883

介護給付基金積立金 167,874 366,938 315,999 62,295 △ 273,444 △ 457,138

（参考）年度末現在

介護給付基金残高 581,307 948,245 1,264,244 1,326,540 1,053,096 595,958

保険料の基準額

（年額）

保険料の基準額

（月額換算）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業費総額 18,330,720 19,154,131 19,863,345 20,388,101 20,885,894 21,736,982

保険給付費 17,199,085 18,130,865 18,860,371 19,204,018 19,219,757 19,730,941

地域支援事業費 390,222 407,277 430,145 479,956 909,558 1,163,787

介護給付基金積立金 △ 139,806 △ 227,167 △ 228,985 185,196 202,000 69,822

（参考）年度末現在

介護給付基金残高 456,152 228,985 0 185,196 387,196 457,018

保険料の基準額

（年額）

保険料の基準額

（月額換算）

2,616円 2,883円

4,575円 5,400円

3,725円 3,725円

第１期計画期間 第２期計画期間

31,400円 34,600円

第３期計画期間 第４期計画期間

44,700円 44,700円

第５期計画期間 第６期計画期間

54,900円 64,800円
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
令和５年度

（予算）

事業費総額 21,919,155 22,510,394 22,935,676 23,042,820 22,874,176 23,241,079

保険給付費 20,147,521 20,606,112 20,969,345 21,167,249 21,126,103 21,875,326

地域支援事業費 1,152,220 1,189,791 1,173,917 1,175,078 770,791 807,597

介護給付基金積立金 161,094 68,263 204,095 181,092 281,965 224,746

（参考）年度末現在

介護給付基金残高
618,112 686,375 890,470 1,071,562 1,353,527 1,578,273

保険料の基準額

（年額）

保険料の基準額

（月額換算）

第８期計画期間

69,600円

5,800円

第７期計画期間

68,400円

5,700円

※基金積立金の△は、介護給付基金からの取り崩しを表します。
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